
契約管財局発注の業務委託契約案件における随意契約（特名随意契約）の結果について（少額随意契約を除く）

No. 案　件　名　称 委託種目 契約の相手方 契約金額（税込） 契約日 根拠法令
随意契約理由

（随意契約理由番号）
ＷＴＯ

1
令和５年度 電子調達
システム運用保守業
務委託

情報処理 日本電気（株） 94,978,400 令和5年4月1日

地方公共団体
の物品等又は
特定役務の調
達手続の特例
を定める政令
第11条第１項

第２号

別紙のとおり 適用

2
令和５年度公有財産
台帳管理システム運
用・保守業務委託

情報処理
（株）システムリ
サーチ

6,722,925 令和5年4月1日
地方自治法施
行令第167条の
２第１項第２号

別紙のとおり －

3
令和５年度 電子入札
コアシステム保守業
務委託

情報処理
（一財）日本建設
情報総合センター

2,722,500 令和5年4月1日
地方自治法施
行令第167条の
２第１項第２号

別紙のとおり －

4
令和５年度賃貸台帳
管理システム運用保
守業務委託

情報処理
（株）システムリ
サーチ

1,980,000 令和5年4月1日
地方自治法施
行令第167条の
２第１項第２号

別紙のとおり －

5
契約管財局事務室
（大阪産業創造館）庁
舎清掃業務委託

建物等清掃 （株）日経サービス 1,954,260 令和5年4月1日
地方自治法施
行令第167条の
２第１項第２号

別紙のとおり －

6
道路事業にかかる不
動産鑑定業務委託

不動産鑑定
（株）中村不動産鑑
定士事務所

1,351,900 令和5年5月16日
地方自治法施
行令第167条の
２第１項第２号

別紙のとおり －

7
道路事業にかかる不
動産鑑定業務委託

不動産鑑定 （株）アレイズ 1,670,900 令和5年5月18日
地方自治法施
行令第167条の
２第１項第２号

別紙のとおり －

8
道路事業にかかる不
動産鑑定業務委託

不動産鑑定
ＪＬＬ森井鑑定（株）
大阪本社

1,133,000 令和5年5月31日
地方自治法施
行令第167条の
２第１項第２号

別紙のとおり －

http://www2.keiyaku.city.osaka.lg.jp/help/download/zuikeiriyuu.pdf#
http://www2.keiyaku.city.osaka.lg.jp/help/download/zuikeiriyuu.pdf#


随意契約理由書 

 

 

１ 案件名称 

  令和５年度 電子調達システム運用保守業務委託 

 

２ 契約相手方 

  日本電気株式会社 

 

３ 随意契約理由 

電子調達システムは平成 16 年２月から運用を開始し、平成 21 年度に陳腐化及び運

用環境の変化への対応、またより効率的なシステムとするために機種更新を実施する

こととし、総合評価一般競争入札によって「開発提案内容」及び「開発費・運用保守

業務（開発後４年間）」の評価が最も高かった日本電気株式会社を契約相手方として決

定し、平成 21・22 年度において機種更新業務を実施してきた。 

 平成 23 年４月１日から新システムとして運用を開始し、また同年 10 月１日からは

契約管財局以外の所属に対しても利用範囲を拡大し、運用保守業務においても障害発

生時の迅速な対応が必要とされることから、同社に委託してきた。 

 本件システム運用保守業務については、システムの安定稼働に向けた予防保守業務

や、障害発生時の迅速な復旧に向けての対応のほか、軽微な機能改善や改修対応の実

施も含まれており、他の業者に本件業務を委託した場合はシステムの詳細分析や動作

確認など、正常かつ安定稼動に向けた作業に要する期間及び経費が膨大となることや、

障害発生時における既存のプログラムとの責任範囲の切り分けが困難であることから、

復旧に多くの時間を費やすことも予想され、本市事務事業実施にも多大な支障をきた

すことも想定されるものである。 

よって、電子調達システムの継続的安定稼動を確保するため、日本電気株式会社と

特名随意契約を締結する。 

 

４ 根拠法令 

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第 11 条第１項第２

号 

 

５ 担当部署 

  契約管財局契約部制度課（契約制度グループ） 

06－6484－7062 

No.1



   

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

令和５年度公有財産台帳管理システム運用・保守業務委託 

 

２ 契約の相手方 

株式会社システムリサーチ 

 

３ 随意契約理由 

公有財産台帳管理システムの導入については、平成 25年度にシステムの改修内容の調査、財

務会計システム（公会計サブシステム）との連携方法の検討などの基本調査等業務を行い、基本

設計までの工程が完了し、平成 26年度に残りの工程（移行設計、詳細設計、開発、各種テスト、

導入、試験運用）を実施し、平成 27 年度より利用を開始した。 

システムを障害等から保護し、導入目的にそって安定的に利用するためには運用・保守を行う

必要がある。 

上記業者は、公有財産台帳管理システムの開発を行った事業者であることから本システムの

構造等を熟知しており、当該事業者以外に運用保守業務を履行させた場合には問題発生時の責

任の所在が不明確になる等業務に著しい支障が生じる恐れがあり、また障害発生時に迅速かつ

的確に対応できる唯一の業者である。 

よって、本システムの安定的かつ円滑な運用を図る観点から株式会社システムリサーチと特

名随意契約を締結するものである。 

 

  ４ 根拠法令 

地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号 

   

  ５ 担当部署 

契約管財局管財部連絡調査課（電話番号 06-6484-5579）  
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随意契約理由書 

 

 

１ 案件名称 

  令和５年度 電子入札コアシステム保守業務委託 

 

２ 契約相手方 

  一般財団法人 日本建設情報総合センター 

 

３ 随意契約理由 

電子調達システムは平成 16 年２月から稼動しており、電子調達システムのサブシス

テムである電子入札システムついては、低コストで高機能なシステム開発を行うため、

公共発注機関における開発コスト重複投資の防止、開発期間の短縮、他の公共発注機

関とのインターフェイスの共通化を図り利便性を高めることを目的に一般財団法人日

本建設情報総合センターが開発した電子入札コアシステムを購入し、本市仕様にカス

タマイズして構築を行った。 

電子入札システムの継続的安定稼動を確保するためには、電子入札コアシステムの

機能改善やセキュリティ対策等を目的としたバージョンアップサービス及び各種情報

の提供を受けることが必須となり、これらの保守業務の提供が可能であるのは、同法

人のみである。 

よって、本業務については、一般財団法人日本建設情報総合センターに委託するこ

とが不可欠であるため、同法人と特名随意契約を締結する。 

 

４ 根拠法令 

地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号 

 

５ 担当部署 

  契約管財局契約部制度課（契約制度グループ） 

06－6484－7062 

 

No.3



１　案件名称

市有不動産売却に係る不動産鑑定評価等業務委託

2　契約の相手方

（株）システムリサーチ

３　随意契約理由

４　根拠法令

地方自治法施行令第167条の2第1項第2号

５　担当部署

契約管財局管財部管財課（電話番号　06-6484-5112）

随意契約理由書

　賃貸台帳管理システム（以下「本システム」という。）は、元は市有地活用シス
テムのサブシステムの１つであり、市有地活用システムの再構築時に単独システム
として開発され、平成 28 年度より本格運用を開始した。
　本システム運用保守業務については、システムの安定稼働に向けた予防保守業務
や、障害発生時の迅速な復旧に向けての対応のほか、軽微な機能改善や改修対応の
実施も含まれており、他の業者に本件業務を委託した場合はシステムの詳細分析や
動作確認など、正常かつ安定稼動に向けた作業に要する期間及び経費が膨大となる
ことや、障害発生時における既存のプログラムとの責任範囲の切り分けが困難であ
ることから、復旧に多くの時間を費やすことも予想され、本市事務事業実施にも多
大な支障をきたすことも想定されるものである。
　よって、本システムの安 定的かつ円滑な運用を図る観点から、下記契約相手方
と特名随意契約を締結する ものである 。
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特名理由書 

 

1 案件名称 契約管財局事務室（大阪産業創造館）庁舎清掃業務委託 

2 履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月 31日まで 

3 根拠条文 

（契約方法） 

地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号 

（特名随意契約） 

4 特名理由 

本案件は、大阪産業創造館の契約管財局事務室（専用部分）の庁舎清掃

業務を委託するものである。 

大阪産業創造館の運営については、経済戦略局が選定した指定管理者で

ある公益財団法人大阪産業局が運営しているが、清掃業務を含めた総合ビ

ル管理業務は、大阪産業創造館管理運営業務基本協定書第９条に基づき、

株式会社日経サービスに再委託されている。 

本業務の事業者を選定するにあたり、当該事業者以外の事業者となった

場合、大阪産業創造館の一体的な管理が困難となり、施設管理運営に支障

をきたすことから、当該事業者と清掃業務委託を締結することが適切であ

る。 

以上の理由から、本契約は、地方自治法施行令第 167 の２第１項第２号

の「その性質又は目的が競争入札に適しないものとするとき。」に該当す

るため、当該業者と随意契約をするものである。 

5 契約相手方 株式会社日経サービス 

6 所要費用 1,954,260 円（消費税等額を含む） 
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別紙 

随意契約理由書 

 

〇高い識見と迅速かつ的確な情報収集能力の必要性 

「大阪市の公共用地取得に伴う損失補償基準」において、土地については「正

常な取引価格をもって補償する」旨規定している。 

また、公共用地の取得事務においては、早期の事業着手や事業の工程上、緊

急に用地取得のための土地評価を行わなければならない場合もある。 

これらに適切に対応するため、公共用地の取得に伴う損失補償金を算定する

ための参考となる鑑定業務を委ねる不動産鑑定業者には、公平・公正で適切な

補償の実現に資する豊富な知識と経験に加え、評価を行う地域の取引事情に精

通し、迅速かつ的確な取引事例等の情報収集を行える能力が求められる。 

 

〇基準に基づく不動産鑑定報酬額の決定 

本件業務における不動産鑑定報酬額（契約金額）については、中央用地対策

連絡協議会において定められた「公共事業に係る不動産鑑定報酬基準」に準じ

て定めた、本市の「算定基準（不動産鑑定報酬）」に基づき、鑑定評価の対象

となる不動産の類型等によって決定される。 

 

上記の理由から、本件業務の性質上競争入札に適さないので「契約管財局不動

産鑑定業者選定委員会設置要綱」により設置された不動産鑑定業者選定委員会

が、鑑定評価の実績、取引事例等の情報収集能力、鑑定評価土地の種類などを

総合的に勘案して選定した不動産鑑定業者と特名随意契約を締結するものであ

る。 

 

鑑定業者名：株式会社中村不動産鑑定士事務所  
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別紙 

随意契約理由書 

 

〇高い識見と迅速かつ的確な情報収集能力の必要性 

「大阪市の公共用地取得に伴う損失補償基準」において、土地については「正

常な取引価格をもって補償する」旨規定している。 

また、公共用地の取得事務においては、早期の事業着手や事業の工程上、緊

急に用地取得のための土地評価を行わなければならない場合もある。 

これらに適切に対応するため、公共用地の取得に伴う損失補償金を算定する

ための参考となる鑑定業務を委ねる不動産鑑定業者には、公平・公正で適切な

補償の実現に資する豊富な知識と経験に加え、評価を行う地域の取引事情に精

通し、迅速かつ的確な取引事例等の情報収集を行える能力が求められる。 

 

〇基準に基づく不動産鑑定報酬額の決定 

本件業務における不動産鑑定報酬額（契約金額）については、中央用地対策

連絡協議会において定められた「公共事業に係る不動産鑑定報酬基準」に準じ

て定めた、本市の「算定基準（不動産鑑定報酬）」に基づき、鑑定評価の対象

となる不動産の類型等によって決定される。 

 

上記の理由から、本件業務の性質上競争入札に適さないので「契約管財局不動

産鑑定業者選定委員会設置要綱」により設置された不動産鑑定業者選定委員会

が、鑑定評価の実績、取引事例等の情報収集能力、鑑定評価土地の種類などを

総合的に勘案して選定した不動産鑑定業者と特名随意契約を締結するものであ

る。 

 

鑑定業者名：株式会社アレイズ  
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別紙 

随意契約理由書 

 

〇高い識見と迅速かつ的確な情報収集能力の必要性 

「大阪市の公共用地取得に伴う損失補償基準」において、土地については「正

常な取引価格をもって補償する」旨規定している。 

また、公共用地の取得事務においては、早期の事業着手や事業の工程上、緊

急に用地取得のための土地評価を行わなければならない場合もある。 

これらに適切に対応するため、公共用地の取得に伴う損失補償金を算定する

ための参考となる鑑定業務を委ねる不動産鑑定業者には、公平・公正で適切な

補償の実現に資する豊富な知識と経験に加え、評価を行う地域の取引事情に精

通し、迅速かつ的確な取引事例等の情報収集を行える能力が求められる。 

 

〇基準に基づく不動産鑑定報酬額の決定 

本件業務における不動産鑑定報酬額（契約金額）については、中央用地対策

連絡協議会において定められた「公共事業に係る不動産鑑定報酬基準」に準じ

て定めた、本市の「算定基準（不動産鑑定報酬）」に基づき、鑑定評価の対象

となる不動産の類型等によって決定される。 

 

上記の理由から、本件業務の性質上競争入札に適さないので「契約管財局不動

産鑑定業者選定委員会設置要綱」により設置された不動産鑑定業者選定委員会

が、鑑定評価の実績、取引事例等の情報収集能力、鑑定評価土地の種類などを

総合的に勘案して選定した不動産鑑定業者と特名随意契約を締結するものであ

る。 

 

鑑定業者名：ＪＬＬ森井鑑定株式会社 大阪本社 
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